
令和８年度 第１回新型インフルエンザ等対策行動計画部会 次第 

 

日時：令和８年７月２２日（水） 

１８：３０～１９：３０ 

場所：埼玉県庁本庁舎２階庁議室 

※Ｗｅｂ会議と併用 

 

１ 開  会 

２ 議  題 

（１） 令和８年度のスケジュールについて 

（２） 市町村行動計画の改定状況について 

（３） 自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について 

（４） 県行動計画に係る取組の進捗状況について 

３ 閉  会 
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令和８年度のスケジュールについて

県（感対課）
医療提供体制

検討部会
行動計画部会対策推進部会連携協議会

令和８年３
月

４月

５月

６月

７月

８月

９～10月

１１月

１２月

令和９年
１月

２～３月

・予防計画中間見直し案（素案）報告
・報告（市町村計画、訓練・研修予定、DX化等）

・予防計画見直し最終案報告
・進捗管理状況報告（訓練・研修、DX化等）
・医療提供体制検討部会検討状況報告

・予防計画中間見直し最終案報告
・協定締結等進捗状況報告

・予防計画中間見直し案（素案）審議
・患者移送体制の状況報告
・報告（訓練・研修、協定締結）
・年度スケジュール報告

・予防計画中間見直し案
公表

・予防計画中間見直し案
（素案）作成

・入院調整訓練実施

（・予防計画見直し案を
上程）

・年度スケジュール
・行動計画部会委員改選

【入院調整訓練実施後】
・入院調整訓練結果を踏ま
えた見直し検討・DX化の推進状況報告

・その他計画の進捗状況報告
・医療提供体制検討部会検討状況報告

・年度スケジュール報告
・報告（市町村計画、DX化）

資料１
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市町村行動計画の改定状況について

• 全市町村の９２％にあたる５８市町村が完了済み。

• １町を除き、令和８年７月までに完了予定。１町については、議会報告が令和８年９月となる見込み。

改定状況の現状（令和８年６月３０日時点）

• 市町村は、学識経験者からの意見聴取などを行ったうえで、市町村行動計画を改定し、改定後速やかに議会への報告、知事への報告を行う
こととなっている。一連の手続きは、令和８年７月までの完了を国から求められている。

②,③,⑥,⑦,⑧は特措法にて

定められた手続き

②特措法第７条第３項

第８条第７項、第８項

③特措法第８条第３項、第８項

（該当市町村のみ）

⑥特措法第８条第１項

⑦特措法第８条第４項、第８項

⑧特措法第８条第６項、第８項

資料２
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63
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63
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

⑧議会への報告・公表

⑦都道府県知事への報告

⑥市町村行動計画変更

⑤パブリックコメントの実施

④県行動計画との整合性確認

③他の地方公共団体の長の意見聴取

②学識経験者意見聴取

①変更作業着手

完了 未完了
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市町村行動計画の改定状況について

• 埼玉県ホームページにて、各市町村の行動計画のホームページにリンクする形で公開予定。令和８年７月以降順次公表を開始。

市町村行動計画の公表

• 市町村行動計画の改定後は、計画を県ホームページでも広く公開するとともに、有事の際の市町村との連携について、連携するに当たり
必要な個人情報の取扱いに関する県と市町村間の覚書の締結を検討していく。

• 県行動計画に記載があり、各市町村行動計画にも概ね記載のある「自宅療養者等への健康観察・生活支援」について、県や保健所設置市、市

町村との連携の方法を検討し、連携するに当たり必要な個人情報の取扱いについて覚書の締結を検討していく。（資料３）

○自宅療養者等への健康観察・生活支援

埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画

第３部新型インフルエンザ等対策の各対策項目の考え方及び取組

第１１章保健

第３節 対応期

３－２－５. 健康観察及び生活支援

②県等は、必要に応じ、市町村と協力して、当該患者やその濃厚接触者に関する情報等を共有しながら、

食事の提供等当該患者やその濃厚接触者が日常生活を営むために必要なサービスの提供又はパルスオキシメーター等の物品の支給に

努める。

市町村との連携

資料２
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• 新型インフルエンザ等の患者や濃厚接触者については、感染症のまん延を防止するため、健康観察及び外出自粛要請を行うことができる。

• 要請を行った場合は、その実効性を確保するため、生活支援（食事の提供、日用品の支給、物品の支給）を行うことが望ましい。

• 健康観察や生活支援については、住民に身近な存在である市町村と連携して実施すべきであり、実施するに当たり必要な個人情報の取扱い
等について、県と市町村間で平時からあらかじめ合意を得て覚書を締結したい。

自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について

役割概要図

資料3

県 市町村

患者（のうち自宅療養者）

濃厚接触者

外出自粛要請
健康観察
生活支援

市町村内患者の
情報提供

連携に関する覚書

健康観察
生活支援

保健所設置市

外出自粛要請
健康観察
生活支援

うち要配慮者

要配慮者把握
日常生活支援

• 多くの市町村（保健所設置市除く）と県で覚書（既に終了）を締結し、自宅療養者宅へのパルスオキシメーターの貸与や食料品・生活必需

品・サービスの提供等に協力していただいていた経緯がある。

新型コロナウイルス感染症流行時の連携
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自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について

法的整理

資料3

• 濃厚接触者や患者への健康観察・外出自粛要請については、感染症法第４４条の３①（濃厚接触者）、②（患者）に規定。

• 要請を行った外出自粛対象者への生活支援については、同法第４４条の３⑦に基づく努力義務。

• 努力義務主体は、都道府県知事及び保健所設置市等の長（同法第６４条）。

• 都道府県知事（保健所設置市等の長）は必要に応じ市町村長に対し協力を求め（同法第４４条の３⑨）、市町村長は協力の求めに応ずるため

必要があるとき、患者に関する情報の提供を都道府県知事（保健所設置市等の長）に求めることができる（同法第４４条の３⑩）。

○感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（感染症法）

第44条の3（感染を防止するための報告又は協力）
①都道府県知事は、新型インフルエンザ等感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該感染症にかかっていると
疑うに足りる正当な理由のある者に対し、当該感染症の潜伏期間を考慮して定めた期間内において、当該者の体温その他の健康状態について報告を求め、又は当該者の
居宅若しくはこれに相当する場所から外出しないことその他の当該感染症の感染の防止に必要な協力を求めることができる。

②都道府県知事は、新型インフルエンザ等感染症（病状の程度を勘案して厚生労働省令で定めるものに限る。次条第1項において同じ。）のまん延を防止するため必要が
あると認めるときは、厚生労働省令で定めるところにより、当該感染症の患者に対し、当該感染症の病原体を保有していないことが確認されるまでの間、当該者の体
温その他の健康状態について報告を求め、又は宿泊施設（当該感染症のまん延を防止するため適当なものとして厚生労働省令で定める基準を満たすものに限る。）若し

くは当該者の居宅若しくはこれに相当する場所から外出しないことその他の当該感染症の感染の防止に必要な協力を求めることができる。
⑦都道府県知事は、第1項又は第2項の規定により協力を求めるときは、必要に応じ、食事の提供、日用品の支給その他日常生活を営むために必要なサービスの提供又は
物品の支給（次項において「食事の提供等」という。）に努めなければならない。

⑨都道府県知事は、第1項又は第2項の規定により報告又は協力を求めるときは、必要に応じ、市町村長に対し協力を求めるものとする。
⑩市町村長は、前項の規定による協力の求めに応ずるため必要があると認めるときは、当該都道府県知事に対し、新型インフルエンザ等感染症にかかっていると疑うに
足りる正当な理由のある者又は第2項に規定する新型インフルエンザ等感染症の患者に関する情報その他の情報の提供を求めることができる。

＊指定感染症については同法第6条⑧で準用、新感染症については同法第50条の2で同様の規定あり。

第64条（保健所設置市等）
保健所設置市等にあっては、（～略～）第7章から第9章まで及び第10章から前章までの規定（～略～）中「都道府県知事」とあるのは「保健所設置市等の長」と、

「都道府県」とあるのは「保健所設置市等」とする。
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自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について

行動計画・ガイドライン・予防計画の整理

資料3

• 県・保健所設置市が主体となって健康観察や生活支援（食事の提供や物品の支給）に努める。

• 住民に身近な存在である一般市町村の、宿泊・自宅療養者、高齢者施設での療養者等への良好な療養環境の整備への参画を求める観点から、

都道府県は一般市町村へ必要な協力（県が実施する健康観察や生活支援の補完）を求める。

• 必要な協力の内容・費用負担はあらかじめ協議する。

• 一般市町村は患者情報等の提供を県に求めることができるが、必要な目的にのみ個人情報を共有する観点から、県と市町村との間で覚書を締

結する。

○埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画 第3部第11章3-2-5
県等は、必要に応じ、市町村と協力して、当該患者やその濃厚接触者に関する情報等を共有しながら、食事の提供等当該患者やその濃厚接触者が日常生活を営むために

必要なサービスの提供又はパルスオキシメーター等の物品の支給に努める。

○保健に関するガイドライン 第2章3（2）①
・ 県は、市町村の協力を得て、新型インフルエンザ等患者等に対して食事の提供等や健康観察等を実施するため、県が感染症サーベイランスシステムにより把握・管理
している情報のうち、当該者に係る氏名、住所、年代、重症度、確定診断日、連絡先など、必要な個人情報を当該者が居住する市町村に提供する。その実施に当たって、
必要な目的にのみ個人情報を共有する観点から、県と市町村との間で覚書を締結するよう努める。

○保健に関するガイドライン 第4章2（5）①
・ 県は、市町村の協力を得て、新型インフルエンザ等患者等に対して食事の提供等や健康観察等を実施するため、県が感染症サーベイランスシステムにより把握・管理
している情報のうち、当該者に係る氏名、住所、年代、重症度、確定診断日、連絡先など、必要な個人情報を当該者が居住する市町村に提供する。また、準備期に市
町村と締結した覚書等に基づき、必要な情報を市町村へ共有する。

○埼玉県感染症予防計画 3（8）イ(ｳ) 
・ 県等は、外出自粛対象者の健康観察や生活支援等に当たっては、積極的に市町村と連携し、必要な範囲で患者情報の提供を行います。
なお、市町村の協力を得る場合は、連携協議会等を活用し、あらかじめ情報提供の具体的な内容や役割分担、費用負担のあり方について、協議します。
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自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について

覚書内容

資料3

• 厚生労働省健康局結核感染症課事務連絡（2023.6.19）において、覚書例が示されており、これをベースにして検討する。
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自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について

覚書内容

資料3
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自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について

検討論点① 県と市町村の役割分担をどうするか。

資料3

（方針案）

⇒ 健康観察：主に県や医療機関で実施し、要配慮者の健康観察は市町村も必要に応じて行う。

生活支援：県では配食・必要物品支援を行い、市町村はきめ細かい支援で県の生活支援を補完する。

• 新型コロナ流行時は、県（保健所、委託者）、医療機関で健康観察を実施。

• 新興感染時も、健康観察は医療措置協定締結機関、保健所、県委託会社で実施するが、要配慮者など頻度の高い確認が必要な場合は

並行して市町村も行う。

• 新型コロナ流行時の生活支援は市町村によって様々。

（食料・日用品の配布、買物代行、自宅前までのごみ収集、パルスオキシメーター配布など）

• 県が担うのは、新型コロナ流行時と同様、配食と物品（パルスオキシメーター）配布を想定（詳細は基本的対処方針を踏まえて決定）。

それ以外の支援は市町村の役割とする。

検討論点② 市町村の費用負担をどうするか。

（方針案）

⇒ 基本は市町村負担。

国の交付金対象が都道府県のみである場合には、県による補助（財政支援）を行う方向で検討する。

• 市町村独自の支援については、基本は市町村が予算確保する。新型コロナ流行時も同様だった。

国交付金対象となっていたので、結果的に県も市町村も財政負担はなかった。

• なお、新型コロナ流行時に県は補助していないが、東京都は区市町村に全額補助していた。
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自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について

検討論点③ 保健所設置市とも覚書を結ぶか。

資料3

（方針案）

⇒ 保健所設置市とは結ばない。

• 保健所設置市は市内の患者等の情報は自市で確認可能なため、県からの情報提供は不要。新型コロナ流行時も結んでいない。

• 生活支援も独自に行っていた。

• 一方、自宅療養者の健康観察は４市の同意を得て、県で一括実施していた期間もあった。

• なお、県で健康観察や生活支援を実施するためには、逆に県が個人情報の提供を受ける形となる。

• 県と保健所設置市が患者情報を共有する必要が生じた場合には、あらかじめ保健所設置市から同意を得た上で必要な情報を取得する。

検討論点④ 覚書の記載内容をどうするか。

（方針案）

⇒ 覚書例をベースにするが、市町村の個人情報利用範囲は個別調整、県から市町村への提供情報は生活支援の実施が滞りなくできるよう

覚書例よりも拡大する。

• 市町村の個人情報利用範囲（覚書例第２条）は、市町村の生活支援内容により異なるため個別に調整する。

• 覚書例における提供情報（同第３条）は、氏名、年齢、住所、性別、連絡先であるが、生活支援の始期・終期などが分からないと円滑な

支援ができない。

• そのため、NESID（感染症サーベイランスシステム）から出力できる内容の一部（氏名、住所、年齢、重症度、確定診断日、連絡先等）とする。
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自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について

実施時期の想定

資料3

• 感染症の種類や感染の波の違い、濃厚接触者の範囲等によるため、一概に実施時期は定められない。

• 濃厚接触者への外出自粛要請についても、感染症の性状によるため、行われない可能性もある。（実務は国の基本的対処方針に基づく）

• 宿泊療養者については、施設運営と一括して生活支援を行うため、今回の連携からは除外。
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入院 宿泊療養 自宅・施設療養 （月/日）

（人）
初動期 対応期（流行初期） 対応期（流行初期以降）

濃厚接触者に外出自粛要請＋生活支援
（感染症法第44条の3①⑦）

自宅療養者に外出自粛要請＋生活支援
（感染症法第44条の3②⑦）

濃厚接触者の特定を終了
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自宅療養者等への健康観察・生活支援に係る市町村連携について

実施体系の想定

資料3

• 外部委託を活用し、業務量に対応する予定。

患者

本庁

医療
機関

保健所

医療措置協定
締結医療機関

①受診

③代行入力 ④発生届受理

⑤NESIDデータエクスポート

委託者

⑥委託者にデータ提供

⑦リスト作成 ⑧データ確認・修正

⑨市町村別リスト作成

⑩ファースト
タッチ

⑪健康観察
依頼

②発生届

FAX
NESID

NESID

記
載
内
容
の
確
認

⑤高リスク患者抽出、
健康観察の準備開始

⑬リスク
分類

⑫低リスクリスト作成

⑭中リスクリスト受領

低リスク

中高リスク

中リスク

⑮健康観察
（電話等）

⑮健康観察
（NESID等）

高リスク

市町村

⑫かかりつけ
患者リスト受領

⑫所管内患者
リスト受領

かかりつけ
患者

⑮健康観察

A.申込

B.受付・csv提供

C.受付

電子申請 電話

D.集約・送信

配送
業者

E.申込データ受領

F. 疑義対応

G.配送

⑪要配慮者抽出

⑩自市町村分リスト受領

SMS送信 電話

（必要に応じた）健康観察

市町村独自の生活支援

生活必需品支援

健康観察 受領
⑪生活支援希望

希望なし

自宅療養

（避難行動要支援者名簿の活用等）

健康観察
（感染症法第44条の3②）

生活支援
（感染症法第44条の3⑦）

希望あり

覚書に基づく個人情報の提供
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県行動計画に係る取組の進捗状況について

• 進捗状況をＡ～Ｄで自己評価している。

• Ａが約４２％、Ｂが約５６％で、対応準備は一定程度できている。

• Ｃ評価となっているのは、県から市町村に対する応援や事務の代行についての準備であり、各市町村で作業中の行動計画改定が完了次第、

順次調整を進めていく。

進捗状況（令和８年５月２２日調査時点）

• 県行動計画記載の準備期に県が取り組む対策については、進捗状況を適宜自己評価している。

Ａ：対応準備が十分できており、新興感染症にすぐに対応できる。

Ｂ：対応準備が一定程度できているが、もう少し準備をする必要がある。

Ｃ：対応準備に取り掛かったばかりであり、引き続き継続して準備する必要がある。

Ｄ：対応準備がまだできていない。

24

27

38

36

1

1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2025.12

2026.5

A B C D
＊一部項目の担当割り振りを修正したため、
前回と項目数の合計が異なる。

資料４
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県行動計画に係る取組の進捗状況について

Ｄ
対応準備がまだできていない

Ｃ
対応準備に取り掛かったばか
りであり、引き続き継続して
準備する必要がある

Ｂ
対応準備が一定程度できてい
るが、もう少し準備をする必
要がある

Ａ
対応準備が十分できており、
新興感染症にすぐに対応でき
る

項目

0152実施体制1

0014情報収集・分析2

0011サーベイランス3

0056情報提供・共有、リスコミ4

0010水際対策5

0010まん延防止6

0080ワクチン7

0050医療8

0013治療薬・治療法9

0010検査10

0066保健11

0010物資12

0005県民生活・経済の安定13

013627計

資料４

項目別進捗状況（令和８年５月２２日調査時点）
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NESID
（発生届）

発生届
登録アプリ

患者管理アプリ

リスクアセスメント
アプリ

通知・行政
処分アプリ

審査会・公費認
定アプリ

①CSVダウンロード

②CSVインポート
③アプリ間出力

機能イメージ
・患者情報の入力・閲覧
・調査・面談記録の登録・閲覧
・治療・服薬支援の経過記録の閲覧
・公費関連情報の閲覧
・相談記録の登録・閲覧

機能イメージ
・就業制限通知、
入院勧告書等の
作成及び記録管
理

機能イメージ
・患者の服薬管理

保健所

④聞取り内容の
データの入力

患者

・各種帳票の出力
プラグイン（拡張機能）
を活用した帳票出力。

kintoneを活用した結核患者管理システムの構成（案）

機能イメージ
・感染症審査協議
会の資料作成及
び公費負担に係る
認定書類作成

（システムの流れ）
NESIDからの情報を発生届・登録アプリに登録し、その情報を患者・管理アプリに出力。
その後、患者管理アプリを基に各種サブアプリに情報を連携し、事務を行う。
最終的に患者管理アプリにデータを集約する。

機能イメージ
・患者の発生届情報を管
理

⑤アプリ間連携
→患者情報等の出力
←記録データ引用

プラグイン適用

接触者管理
アプリ

機能イメージ
・接触者管理

各種サブアプリ

県行動計画に係る取組の進捗状況について 資料４
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埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画進捗管理表 （参考資料）
令和8年5月22日調査時点

章 行動計画
ページ 行動計画本文 担当課 達成度 令和7年度までの取組内容 令和8年度取組予定 関連要綱・マニュアル名 備考

1
第1章
実施体制

31

県、市町村、指定地方公共機関及び医療機関は、
政府行動計画及び県行動計画の内容を踏まえ、
新型インフルエンザ等の発生に備えた実践的な
訓練を実施する。なお、訓練の内容については、
疫学調査のみならず、オンラインを通じた診療現
場への支援、COVMATやeMAT等感染制御の
支援等の訓練も検討する。

感染症対
策課

B

・（R6）防衛医科大学病院、埼玉石心会病院、狭山保
健所、衛生研究所と連携して、患者の受診から搬送
までの訓練を行った。
・（R7）埼玉医科大学病院、関越病院、坂戸保健所、
衛生研究所等と連携して、患者の受診から搬送まで
の訓練を実施した。

・埼玉県済生会加須病院、羽生総合病院、加須保
健所、衛生研究所と連携して、患者の受診から搬
送までの訓練を行う。

・埼玉県クラスター対策
チーム設置運営要綱
・新興感染症等の感染症有
事への対応に係る訓練実
施要綱

2
第1章
実施体制

32

県は、埼玉版FEMAの訓練を活用し、感染症有
事に関わる様々な関係者及び関係機関との連絡
体制、役割分担、状況に応じた連携及び業務フ
ロー等を一元的に確認するとともに、関係機関
同士の顔の見える関係を平時から構築する。

感染症対
策課

B

・（R6）埼玉版FEMAによる感染症対応訓練を行い、
関係機関同士の強固な連結を推進した。
・（R7）埼玉版FEMAによる感染症対応訓練を2回
実施し、関係機関同士の強固な連結を推進し、県全
体の対応力強化を図った。

・埼玉版FEMAによる感染症対応総合訓練を行
い、関係機関同士の強固な連結を推進する。
・埼玉版FEMAによる入院調整訓練を行い、効
率的なオペレーションの構築を推進する。

1
感染症対

策課
B

・感染症発生予防及びまん延防止のための施策の実
施にあたっての、県、保健所設置市その他の関係者
の連携協力体制の整備を図るため、埼玉県感染症対
策連携協議会を設置している。
・埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画ガイドラ
インを策定した。
・感染症予防計画及び県行動計画についての進捗管
理、市町村行動計画の改定状況について連携協議会
等で報告した。

・R8年度内に改定が終了するように、市町村行
動計画の改定を支援する。
・指定地方公共機関業務計画の策定を支援する。
・感染症予防計画の中間見直し、県行動計画の進
捗管理、市町村行動計画の改定状況、DXの取組
等について連携協議会等で報告する。
・関東Bブロック会議（埼玉、千葉、東京、神奈川、
山梨）を通して、近隣都県との連携を進めてい
く。
・県内消防機関と患者等の移送に関する協定を
締結する。

・埼玉県感染症対策連携協
議会設置要綱

2
感染症対

策課
B

・（R6）埼玉版FEMAによる感染症対応訓練を行い、
関係機関同士の強固な連結を推進した。
・（R7）埼玉版FEMAによる感染症対応訓練を2回
実施し、関係機関同士の強固な連結を推進し、県全
体の対応力強化を図った。

・埼玉版FEMAによる感染症対応総合訓練を行
い、関係機関同士の強固な連結を推進する。
・埼玉版FEMAによる入院調整訓練を行い、効
率的なオペレーションの構築を推進する。

4
第1章
実施体制

33

県、市町村及び指定地方公共機関等は、新型イン
フルエンザ等の発生に備え、業界団体や関連する
学会等の関係機関と、情報交換等をはじめとし
た連携体制を構築する。

感染症対
策課

A

・感染症発生予防及びまん延防止のための施策の実
施にあたっての、県、保健所設置市その他の関係者
の連携協力体制の整備を図るため、埼玉県感染症対
策連携協議会を設置している。
・感染症予防計画及び県行動計画についての進捗管
理、市町村行動計画の改定状況について連携協議会
等で報告した。

・感染症発生予防及びまん延防止のための施策
の実施にあたっての、県、保健所設置市その他の
関係者の連携協力体制の整備を図るため、埼玉
県感染症対策連携協議会を設置している。
・感染症予防計画の中間見直し、県行動計画の進
捗管理、市町村行動計画の改定状況、DXの取組
等について連携協議会等で報告する。

・埼玉県感染症対策連携協
議会設置要綱

5
第1章
実施体制

33

県は、第1章第3節（対応期）（2）3-1-3に記載し
ている特定新型インフルエンザ等対策の代行や
応援の具体的な運用方法について、市町村と事
前に調整し、着実な準備を進める。

感染症対
策課

C
・市町村との調整の前提となる市町村行動計画につ
いて、改定を支援した。

・市町村との調整の前提となる市町村行動計画
について、R8年度内に改定が終了するように改
定を支援する。

1
保健医療
政策課

A

・市町村保健師に併任をかけている。
・市町村からの採用、退職、人事異動などによる内申
に適宜対応した。
・平時には連絡調整会議・専門研修等を通じて感染
症の知識・経験の蓄積を行う。
・感染拡大時には県保健所へ派遣し、積極的疫学調
査などに従事いただく。

・市町村からの採用、退職、人事異動などによる
内申に適宜対応する。

2
感染症対

策課
B

・入院調整の体制を含む医療提供体制の在り方につ
いて検討するため、医療提供体制検討部会を設置し
ている。
・医療提供体制検討部会において、病床確保の方針
や入院調整本部の体制について議論を行った。
・医療提供体制検討部会での議論の結果等を踏ま
え、入院調整や病床確保の課内業務のマニュアル整
備を進めた。

・入院調整や病床確保に係る課内業務のマニュア
ルについて、入院調整訓練結果を踏まえてブ
ラッシュアップする。
・入院調整本部設置時の連携について、保健所設
置市と協定を締結する。

・医療に関するガイドライ
ン

6
第1章
実施体制

34

県は、感染症対策の事前の体制整備や人材確保
等の観点から必要がある場合には、市町村や医
療機関、感染症試験研究等機関等の民間機関に
対して総合調整権限を行使し 、着実な準備を進
める。

No.

3
第1章
実施体制

33

県は、国、市町村及び指定地方公共機関等と、相
互に連携し、新型インフルエンザ等の発生に備
え、平時からの情報共有、連携体制の確認、訓練
を実施する。また、必要に応じて他の都道府県と
の連携体制を構築する。特に、県境を越えた医療
人材等の派遣や患者移送等については、都道府
県間の連携、県と市町村との連携、保健所間の
連携も重要であり、こうした地方公共団体間の広
域的な連携についても平時から積極的に取り組
み、準備を行う。
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埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画進捗管理表 （参考資料）
令和8年5月22日調査時点

章 行動計画
ページ 行動計画本文 担当課 達成度 令和7年度までの取組内容 令和8年度取組予定 関連要綱・マニュアル名 備考No.

7
第2章
情報収集・分
析

43

県等は、平時から情報収集・分析の目的や具体的
な方法を衛生研究所等と共有し、感染症に関す
る県内外からの情報を収集・分析及び解釈し、リ
スク評価を行う体制を整備する。また、JIHSを
はじめ県内外の関係機関や専門家等との交流や
往来を深める等、人的・組織的ネットワークの形
成や維持・向上に努める。

感染症対
策課

A

・（R6）平時から情報収集を行い、疫学調査の結果等
から感染拡大リスクの評価を行った。
・（R6）個別事例の情報共有会議等を通じて県内外
の関係機関や専門家とのネットワークの維持・向上に
努めた。
・（R7）感染拡大リスクが評価できるよう、平時から
感染症に関する情報について収集・分析等を行った。
・（R7）国やJIHSなどが参加する会議等に積極的に
参加し、県内外の関係機関や専門家等との関係を継
続した。

・感染拡大リスクが評価できるよう、平時から感
染症に関する情報について収集・分析等を行う。
・国やJIHS（国立健康危機管理研究機構）などが
参加する会議等に積極的に参加し、県内外の関
係機関や専門家等との関係を継続する。

・埼玉県感染症対策要綱

8
第2章
情報収集・分
析

44
県等は、感染症有事に備え、積極的疫学調査や臨
床研究に資する情報を収集し、衛生研究所に共
有する体制を平時から整備する。

感染症対
策課

A
・積極的疫学調査によって得られた情報を随時、衛生
研究所と共有した。

・積極的疫学調査によって得られた情報を随時、
衛生研究所と共有する。

・埼玉県感染症対策要綱
・埼玉県感染症発生動向調
査事業実施要綱
・埼玉県病原体サーベイラ
ンス実施要領

1
感染症対

策課
B

・IHEAT要員に対して、健康危機発生時に速やかに
保健所等の業務を支援できるように、感染症の基本
的な知識や保健所等を支援する業務の実施方法・手
順などの研修を行った。
・保健医療科学院主催「地域保健施策立案支援のた
めの情報利活用に関する研修」及びJIHS主催「危機
管理リーダーシップ研修」へ県職員を参加させ、県内
部の感染症専門人材育成を図った。

・IHEAT要員に対して、健康危機発生時に速や
かに保健所等の業務を支援できるように、感染
症の基本的な知識や保健所等を支援する業務の
実施方法・手順などの研修を行う。
・保健所保健師向け研修を行い、感染症担当保
健師に求められる基礎的スキルを段階的かつ体
系的に強化する。
・市町村併任保健師向け研修を行い、県との連携
意識を醸成する。
・JIHS主催「危機管理リーダーシップ研修」へ県
職員を参加させ、県内部の感染症専門人材育成
を図る。

・埼玉県保健医療部におけ
るIHEAT運用方針

2
保健医療
政策課

A

・国やJIHS等が実施する、感染症サーベイランスの
専門的な人材を育成する研修や検査診断技術向上
を目的とした研修等に職員を計画的に参加させるこ
とにより専門人材の育成に努めた。
・平時において、感染症対策に必要な人員体制を確
保できるよう、関係部署と協議している。

・国やJIHS等が実施する、感染症サーベイランス
の専門的な人材を育成する研修や検査診断技術
向上を目的とした研修等に職員を計画的に参加
させる。

・埼玉県衛生研究所健康危
機対処計画

10
第2章
情報収集・分
析

44

県等は、情報収集等の過程で得られた公表前の
県内の疫学情報、感染症の特徴や病原体の性状
（病原性、感染力、遺伝子型等）等の機微情報の
漏えい等への対策のため、情報セキュリティの強
化や事案が発生した場合の対応手順について整
理する。整理に当たっては、情報連携等を行って
いる関係機関等とも対応手順を調整するよう留
意する。

感染症対
策課

A
・機微情報に限らず、県で定める情報セキュリティ対
策を実施している。

・引き続き、適切に情報セキュリティ対策を推進
していく。

・埼玉県情報セキュリティ
ポリシー

11
第3章
サーベイラン
ス

49

県は、平時から感染症の発生動向等を市町村が
把握できるよう、衛生研究所を中心とした感染
症サーベイランス体制を整備し、指定届出機関か
らの患者報告や、JIHSや衛生研究所等からの病
原体の検出状況やゲノム情報等の報告等を入手
できる体制を整備する。
また、県は、新型コロナ対応の経験を踏まえ、諸
外国における先行事例や論文等の情報収集・共
有体制を整備する。

感染症対
策課

A

・発生動向調査事業等により各種情報等を入手でき
る体制を維持し、得られた患者の発生情報や病原体
検査の結果を毎週ホームページに掲載した。また、諸
外国における先行事例等の情報収集・共有体制を維
持した。

・発生動向調査事業等により各種情報等を入手
できる体制を維持し、得られた患者の発生情報
や病原体検査の結果を毎週ホームページに掲載
する。また、諸外国における先行事例等の情報収
集・共有体制を維持する。

・埼玉県感染症対策要綱
・埼玉県感染症発生動向調
査事業実施要綱
・埼玉県病原体サーベイラ
ンス実施要領

9
第2章
情報収集・分
析

44

県等は、感染症危機発生時に必要な情報収集・分
析の円滑な実施のため、平時において、多様な背
景の専門性（公衆衛生や疫学、専門検査技術等）
を有する感染症専門人材の育成や、確保、活用
のため、必要な人員の規模や体制の整備に努め
る。
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埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画進捗管理表 （参考資料）
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章 行動計画
ページ 行動計画本文 担当課 達成度 令和7年度までの取組内容 令和8年度取組予定 関連要綱・マニュアル名 備考No.

12
第3章
サーベイラン
ス

50

県等は、ワンヘルス・アプローチ の考え方に基づ
き、JIHS、家畜保健衛生所、国立研究開発法人
農業・食品産業技術総合研究機構、国立研究開
発法人国立環境研究所等と連携し、家きんや豚
及び野生動物のインフルエンザウイルス等の保有
状況を把握し、新型インフルエンザ等の発生を監
視する。
また、医療機関から鳥インフルエンザ等の動物由
来インフルエンザに感染したおそれのある者につ
いて保健所に情報提供があった場合には、関係
者間で情報共有を速やかに行う体制を整備す
る。

畜産安全
課

B

・特定家畜伝染病防疫指針に基づく高病原性鳥イン
フルエンザのモニタリング検査を実施した。
・呼吸器症状を示した飼養豚を病性鑑定する場合
に、A型インフルエンザウイルスの保有状況に関する
サーベイランスを実施することとしていたが、該当事
例なし。

・特定家畜伝染病防疫指針に基づく高病原性鳥
インフルエンザのモニタリング検査を実施する。
・呼吸器症状を示した飼養豚を病性鑑定する場
合に、A型インフルエンザウイルスの保有状況に
関するサーベイランスを実施する。

・家畜防疫対策要綱
・高病原性鳥インフルエン
ザ及び低病原性鳥インフル
エンザに関する特定家畜
伝染病防疫指針

1 広報課 A
・県ホームページや県公式SNSでの広報
・県政広報番組での広報
・県広報紙「彩の国だより」での広報

・県ホームページや県公式SNSでの広報
・県政広報番組での広報
・県広報紙「彩の国だより」での広報

2 国際課 A

・外国人総合相談センター埼玉において、外国人住民
からの相談に応じて必要な情報を提供した。
・外国人住民向けの注意喚起情報等について、必要
に応じて多言語に翻訳し、県ホームページ等におい
て発信するとともに、市町村や多文化共生キーパー
ソン等を通じて周知した。
・埼玉県LINE公式アカウント「埼玉県庁」多言語版に
て、やさしい日本語を含む15言語で必要な情報を配
信した。

・外国人総合相談センター埼玉において、外国人
住民からの相談に応じて必要な情報を提供す
る。
・外国人住民向けの注意喚起情報等について、必
要に応じて多言語に翻訳し、県ホームページ等に
おいて発信するとともに、市町村や多文化共生
キーパーソン等を通じて周知する。
・埼玉県LINE公式アカウント「埼玉県庁」多言語
版にて、やさしい日本語を含む15言語で必要な
情報を配信する。

3
危機管理

課
A - -

・新型インフルエンザ等が
発生し、事態が緊急性を帯
びてきて、県が対策本部等
を設置する事態となった
場合には、本部会議で議論
された内容を県HP等で公
開する。

4
感染症対

策課
B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「情報提
供・共有、リスクコミュニケーションガイドライン」を策
定した。
・情報提供に係る課内業務のマニュアル整備を進め
た。

・情報提供に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。
・統一フォーマットによる情報共有について整理
する。

・情報提供・共有、リスクコ
ミュニケーションガイドライ
ン

1
危機管理

課
A

・新興感染症に限らず、危機発生時には知事までワン
ボイスで情報共有できる危機事案専用のチャットグ
ループを管理、運用している。
・新型インフルエンザ等対策本部が設置された場合、
即時に本部運営が可能な体制を取っている。

・新興感染症に限らず、危機発生時には知事まで
ワンボイスで情報共有できる危機事案専用の
チャットグループを管理、運用している。
・新型インフルエンザ等対策本部が設置された場
合、即時に本部運営が可能な体制を取っている。

・埼玉県新型インフルエン
ザ等対策本部統括部運営
要領

2
感染症対

策課
B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「情報提
供・共有、リスクコミュニケーションガイドライン」を策
定した。
・情報提供に係る課内業務のマニュアル整備を進め
た。

・情報提供に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。
・統一フォーマットによる情報共有について整理
する。

・情報提供・共有、リスクコ
ミュニケーションガイドライ
ン

14

第4章
情報提供・共
有、リスクコ
ミュニケーショ
ン

58
県として一体的かつ整合的な、いわゆるワンボイ
スでの情報提供・共有を行うことができるよう、
必要な体制や方法を整理する。

13

第4章
情報提供・共
有、リスクコ
ミュニケーショ
ン

57

県は、新型インフルエンザ等の発生状況に応じ、
県民等へ情報提供・共有する内容について整理
する。また、県民等が必要な情報を入手できるよ
う、高齢者、こども、日本語能力が十分でない外
国人、視覚や聴覚等が不自由な方等への適切な
配慮をしつつ、情報提供・共有する媒体や方法に
ついて整理する。
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埼玉県新型インフルエンザ等対策行動計画進捗管理表 （参考資料）
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1
危機管理

課
A

・「危機事案別市町村連絡先一覧」を毎年度整備して
おり、各市町村における危機事案別の連絡先を把握
している。

・「危機事案別市町村連絡先一覧」を毎年度整備
しており、各市町村における危機事案別の連絡
先を把握している。

2
感染症対

策課
B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「情報提
供・共有、リスクコミュニケーションガイドライン」を策
定した。
・情報提供に係る課内業務のマニュアル整備を進め
た。

・情報提供に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。
・統一フォーマットによる情報共有について整理
する。

・情報提供・共有、リスクコ
ミュニケーションガイドライ
ン

1
危機管理

課
A - -

・新型インフルエンザ等が
発生し、事態が緊急性を帯
びてきて、県が対策本部等
を設置する事態となった
場合には、本部会議で議論
された内容を県HP等で公
開する。

2
感染症対

策課
B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「情報提
供・共有、リスクコミュニケーションガイドライン」を策
定した。
・情報提供に係る課内業務のマニュアル整備を進め
た。

・情報提供に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。

・情報提供・共有、リスクコ
ミュニケーションガイドライ
ン

17

第4章
情報提供・共
有、リスクコ
ミュニケーショ
ン

58

県は、新型インフルエンザ等発生時に、県民等か
らの相談に応じるため、市町村と連携しつつ、
コールセンター等の相談体制を構築できるよう
準備する。また、市町村に対し、住民ニーズに応
じた相談体制を構築するため準備するよう要請
する。

感染症対
策課

B

・コロナの相談に応じていたコロナ総合相談センター
は、令和6年3月で終了した。令和6年4月以降は従
来の救急電話相談（#7119）の体制を拡充し、家庭
での対処方法や医療機関への受診の必要性につい
て看護師が電話で相談に応じる体制を取っている。
・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「情報提
供・共有、リスクコミュニケーションに関するガイドラ
イン」を策定した。
・相談体制の構築に係る課内業務のマニュアルの整
備を進めた。

・相談体制の構築に係る課内業務のマニュアルを
ブラッシュアップする。

・情報提供・共有、リスクコ
ミュニケーションに関する
ガイドライン

18
第5章
水際対策

65
県は、感染症有事において県民等に対し、収集し
た情報を分かりやすく提供・共有し、注意喚起を
行う体制を構築する。

感染症対
策課

B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「情報提
供・共有、リスクコミュニケーションガイドライン」を策
定した。
・情報提供に係る課内業務のマニュアル整備を進め
た。

・情報提供に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。
・統一フォーマットによる情報共有について整理
する。

・情報提供・共有、リスクコ
ミュニケーションガイドライ
ン

19
第6章
まん延防止

70

県は、感染症有事において、まん延防止対策を機
動的に実施し、又は柔軟に対策を切り替えていく
ため、対策の実施等に当たり参考とするべき指
標やデータ等の内容、取得方法、取得時期等を整
理する。その際、円滑な把握ができるよう、可能
な限り平時から定期的に収集している既存の指
標やデータを用いる。

感染症対
策課

B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「情報提
供・共有、リスクコミュニケーションガイドライン」「ま
ん延防止に関するガイドライン」を策定した。
・情報収集・分析に係る課内業務のマニュアル整備を
進めた。

・情報提供に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。
・統一フォーマットによる情報共有について整理
する。

・情報提供・共有、リスクコ
ミュニケーションガイドライ
ン
・まん延防止に関するガイ
ドライン

20
第7章
ワクチン

81

県等は、国及びJIHSが行うワクチンの研究開発
の担い手の確保を推進するための人材育成に協
力する。
また、研究開発体制の強化のため、感染症指定
医療機関等と当該人材との連携体制の構築に努
める。

感染症対
策課

B
・国及びJIHSから人材育成の協力依頼があれば、適
宜対応することとしている。

・国及びJIHSから人材育成の協力依頼があれ
ば、適宜対応することとしている。

16

第4章
情報提供・共
有、リスクコ
ミュニケーショ
ン

58

県は、可能な限り双方向のリスクコミュニケー
ションを適切に行うことができるよう、情報の受
取手である県民等の反応や必要としている情報
を把握し、更なる情報提供・共有に活かす方法等
を整理し、必要な体制を整備する。

15

第4章
情報提供・共
有、リスクコ
ミュニケーショ
ン

58

県は、新型インフルエンザ等発生時に、市町村や
業界団体等を通じた情報提供・共有を円滑に行
うことができるよう、あらかじめ双方向の情報提
供・共有の在り方を整理する。
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21
第7章
ワクチン

81

県は、ワクチンの円滑な流通を可能とするため、
市町村、県医師会、卸売販売業者団体等の関係
者と協議し、以下について体制を構築する。
・県内の卸売販売業者及び医療機関等の在庫状
況等を迅速に把握する方法
・ワクチンの供給の偏在があった場合の卸売販
売業者の在庫に係る融通方法
・市町村との連携の方法及び役割分担

感染症対
策課

B
・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「予防接種
（ワクチン）に関するガイドライン」を策定した。

・ガイドラインに基づき、国の要請があった場合
に体制を構築できるようにしている（埼玉県イン
フルエンザワクチン安定供給対策会議を参考と
する）。

・予防接種（ワクチン）に関
するガイドライン

1
感染症対

策課
B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「予防接種
（ワクチン）に関するガイドライン」を策定した。

・安定した医療体制を確保するため、医療・介護
従事者等のワクチン接種への助成を国へ要望す
る。
・市町村行動計画について、R8年度内に改定が
終了するように改定を支援する。
・ワクチンに係る課内業務のマニュアルを整備す
る。

・予防接種（ワクチン）に関
するガイドライン

2
感染症対

策課
B

・埼玉版FEMAにおいて、ワクチン接種体制の整備
に関する訓練を実施した。

・埼玉版FEMAによる感染症対応総合訓練を行
い、ワクチン接種体制の整備に関する訓練を実
施する。

23
第7章
ワクチン

82

県又は市町村は、それぞれ特定接種の対象とな
り得る者に対し、集団的な接種を原則とした速や
かな特定接種が実施できるよう、接種体制を構
築する。

感染症対
策課

B
・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「予防接種
（ワクチン）に関するガイドライン」を策定した。

・ワクチンに係る課内業務のマニュアルを整備す
る。

・予防接種（ワクチン）に関
するガイドライン

24
第7章
ワクチン

83

県は、市町村との連携のもと、市町村の住民接種
体制を補完する仕組みについて平時から準備す
る。
また、市町村又は県は、国等の協力を得ながら、
住民に対し、速やかにワクチンを接種するための
体制を構築する。

感染症対
策課

B
・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「予防接種
（ワクチン）に関するガイドライン」を策定した。

・ワクチンに係る課内業務のマニュアルを整備す
る。

・予防接種（ワクチン）に関
するガイドライン

25
第7章
ワクチン

83

市町村又は県は、医師会、歯科医師会、薬剤師
会、看護協会等の医療関係者及び学校関係者等
と協力し、地域のかかりつけ医や診療所等による
個別接種体制を確認する。また、国が示す接種体
制の具体的なモデル等を参考として、接種に携
わる医療従事者等の体制や、接種の場所、接種
の時期の周知・予約等、接種の具体的な実施方
法について準備を進める。

感染症対
策課

B
・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「予防接種
（ワクチン）に関するガイドライン」を策定した。

・ワクチンに係る課内業務のマニュアルを整備す
る。

・予防接種（ワクチン）に関
するガイドライン

26
第7章
ワクチン

83

県及び市町村は、国のシステム基盤等を活用し、
予防接種事務や記録等の共有を迅速かつ正確に
行うことができるよう、平時から体制を構築す
る。

感染症対
策課

B
・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「予防接種
（ワクチン）に関するガイドライン」を策定した。

・ワクチンに係る課内業務のマニュアルを整備す
る。

・予防接種（ワクチン）に関
するガイドライン

27
第8章
医療

89

県は、感染症有事において、協定締結医療機関
の確保病床数や稼働状況、病床使用率、重症者
用病床使用率、外来ひっ迫状況、救急搬送困難
事案数等の情報を把握し、入院や搬送等の必要
な調整を実施することができるよう、保健医療
部が中心となって予防計画に基づく体制整備を
行う。

感染症対
策課

B

・入院調整の体制を含む医療提供体制の在り方につ
いて検討するため設置した医療提供体制検討部会に
おいて、病床確保の方針や入院調整本部の体制につ
いて議論を行った。
・医療提供体制検討部会での議論の結果等を踏ま
え、入院調整や病床確保の課内業務のマニュアル整
備を進めた。

・入院調整や病床確保に係る課内業務のマニュア
ルについて、入院調整訓練結果を踏まえてブ
ラッシュアップする。
・有事の際の報告体制を念頭に、年1回の平時調
査において医療機関にG-MISでの回答を促す。
・入院調整本部設置時の連携について、保健所設
置市と協定を締結する。

・医療に関するガイドライ
ン

22
第7章
ワクチン

82

市町村又は県は、医療従事者の確保、接種の優
先順位の考え方等について、医療現場の過度の
負担とならないよう国に求めるとともに、国の整
理を踏まえつつ、医師会、歯科医師会、薬剤師
会、看護協会等の関係者と連携し、接種に必要な
人員、会場、資材等を含めた接種体制の構築に
必要な訓練を平時から行うとともに、平時から
予防接種に必要となる資材の確保方法等の確認
を行い、必要な場合に速やかに確保できるよう
準備する。
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28
第8章
医療

91

県は、予防計画及び医療計画に基づく医療提供
体制の目標値を設定するとともに、地域の医療
機関等の役割分担を明確化し、通常医療との両
立も含め、新型インフルエンザ等発生時における
医療提供体制を整備する。
県は、予防計画及び医療計画に基づき、医療機
関との間で、病床確保、発熱外来、自宅療養者等
への医療の提供、後方支援又は医療人材の派遣
に関する協定を締結する。

感染症対
策課

B
・新興感染症発生時に病床確保や発熱外来を実施す
る医療機関と、感染症法に基づく医療措置協定を締
結した。

・予防計画の中間見直しを行う。
・引き続き、感染症法に基づく医療措置協定を締
結していく。

・埼玉県感染症予防計画

29
第8章
医療

91

県は、締結した医療措置協定等に基づいて、病床
確保、発熱外来及び検査等の要請を行うに際し、
感染状況に応じた医療提供体制確保を行うため
の方針について、平時から検討する。

感染症対
策課

B

・入院調整の体制を含む医療提供体制の在り方につ
いて検討するため設置した医療提供体制検討部会に
おいて、病床確保の方針や入院調整本部の体制につ
いて議論を行った。
・医療提供体制検討部会での議論の結果等を踏ま
え、入院調整や病床確保の課内業務のマニュアル整
備を進めた。

・入院調整や病床確保に係る課内業務のマニュア
ルについて、入院調整訓練結果を踏まえてブ
ラッシュアップする。
・有事の際の報告体制を念頭に、年1回の平時調
査において医療機関にG-MISでの回答を促す。
・平時調査に加え、確保病床の状況について、よ
り詳細な調査を行っていく。

・医療に関するガイドライ
ン

30
第8章
医療

92
県は、平時から、プレハブ病床をはじめとした専
用医療施設や臨時の医療施設の設置、運営、医
療人材確保等の方法を整理する。

感染症対
策課

B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「医療に関
するガイドライン」を策定した。
・臨時医療施設等に係る課内業務のマニュアル整備
を進めた。

・臨時医療施設等に係る課内業務のマニュアルを
ブラッシュアップする。

・医療に関するガイドライ
ン

31
第8章
医療

93
県は、特に配慮が必要な患者について、患者の特
性に応じた受入れ医療機関の設定及び病床の確
保や、関係機関等との連携等の体制確保を行う。

感染症対
策課

B
・感染症法に基づく医療措置協定において、特別な
配慮が必要な患者（妊産婦、小児、透析、精神疾患を
有する患者、認知症患者）の専用病床を確保した。

・引き続き感染症法に基づく医療措置協定にお
いて、特別な配慮が必要な患者（妊産婦、小児、
透析、精神疾患を有する患者、認知症患者）の専
用病床の確保を進める。

32
第9章
治療薬・治療
法

103
県は、重点感染症について、国及びJIHSから得
られた知見を、保健所、医療機関等に対し、速や
かに情報共有できる体制を整備する。

感染症対
策課

A
・情報共有できる体制を維持し、国やJIHS（国立健
康危機管理研究機構）から情報を得た際に、適宜、保
健所や医療機関等の関係機関に周知した。

・情報共有できる体制を維持し、国やJIHS（国立
健康危機管理研究機構）から情報を得た際に、適
宜、保健所や医療機関等の関係機関に周知する。

33
第9章
治療薬・治療
法

103

県等は、国及びJIHSが行う治療法・治療薬の研
究開発の担い手の確保を推進するための人材育
成に協力する。
また、研究開発体制の強化のため、感染症指定

感染症対
策課

B
・国及びJIHSから人材育成の協力依頼があれば、適
宜対応することとしている。

・国及びJIHSから人材育成の協力依頼があれ
ば、適宜対応することとしている。

34
第9章
治療薬・治療
法

104

県は、国及びJIHSから得られた新型インフルエ
ンザ等の診断・治療に資する情報等を、医療機関
等、医療従事者等及び県民等に対して迅速に提
供・共有するための体制を整備する。

感染症対
策課

A
・情報共有できる体制を維持し、国やJIHS（国立健
康危機管理研究機構）から情報を得た際に、適宜、保
健所や医療機関等の関係機関に周知した。

・情報共有できる体制を維持し、国やJIHS（国立
健康危機管理研究機構）から情報を得た際に、適
宜、保健所や医療機関等の関係機関に周知する。

35
第9章
治療薬・治療
法

104

県は、抗インフルエンザウイルス薬の流通状況を
踏まえ、新型インフルエンザ発生時に円滑に供給
される体制を構築するとともに、医療機関や薬
局、医薬品の卸売販売業者に対し、抗インフルエ
ンザウイルス薬の適正流通を要請する。

感染症対
策課

A

・県が備蓄薬の放出を決定したときに、県内の医療
機関等へ円滑に供給することを目的として、（一社）
埼玉県医薬品卸業協会と「埼玉県が備蓄する抗イン
フルエンザウイルス薬の供給に関する協定」を締結し
ている。
・新型インフルエンザの発生時における抗インフルエ
ンザウイルス薬の安定供給に係る事項を検討するた
め、埼玉県抗インフルエンザウイルス薬対策検討会議
を設置しており、備蓄薬の放出に関する基準・スキー
ムについて議論し、方向性をまとめた。
・会議での内容を整理し、（一社）埼玉県医薬品卸業
協会との協定の見直しを行った。

・県が備蓄薬の放出を決定したときに、県内の医
療機関等へ円滑に供給することを目的として、
（一社）埼玉県医薬品卸業協会と「埼玉県が備蓄
する抗インフルエンザウイルス薬の供給に関する
協定」を締結している。
・抗インフル薬に係る課内業務のマニュアルをブ
ラッシュアップする。

・埼玉県が備蓄する抗イン
フルエンザウイルス薬の供
給に関する協定
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36
第10章
検査

110

県等は、新型インフルエンザ等の発生時に速やか
に検査体制を整備するため、衛生研究所、民間検
査機関、医療機関、研究機関及び流通事業者等
感染症有事に検査の実施に関与する機関（以下、
「検査関係機関等」という。）との間の役割分担を
平時から確認する。
また、県は、新型インフルエンザ等の発生時に迅
速に検査ができるよう、公用車等による検体搬
送に加え、運送事業者等とも検体の搬送方法の
検討を行う。

感染症対
策課

B

・新興感染症発生時に当該感染症に係る検査を実施
する民間検査機関等と感染症法に基づく検査等措置
協定を締結した。
・検査体制に係る課内業務のマニュアル整備を進め
た。

・検査体制に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。

・検査に関するガイドライ
ン

1
感染症対

策課
B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「保健に関
するガイドライン」を策定した。
・人材派遣に係る課内業務のマニュアル整備を進め
た。

・人材派遣に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。

・保健に関するガイドライ
ン

2
保健医療
政策課

B
・内閣感染症危機管理統括庁や厚生労働省健康・生
活衛生局感染症対策部に職員を派遣し、感染症危機
に即応できる人材の育成を図っている。

・引き続き職員の派遣を検討するとともに、効果
的な新規派遣先の開拓にも努めていく。

1
感染症対

策課
A

・予防計画で定める保健所の体制確保に係る保健医
療部外からの応援職員の確保について、庁内へ依頼
した。

・引き続き、本庁からの応援職員、IHEAT要員、
市町村からの応援職員などを確保する。

・埼玉県感染症予防計画

2
保健医療
政策課

A

・予防計画に定める応援職員の準備を各部局に対し
て依頼している。
・当該依頼の中では、保健所ごとに必要な応援職員
の人数やその職位をあらかじめ各部局に対して割り
振っており、感染症危機発生時には当該割振りに基
づき各部局から保健所へ速やかに応援職員を派遣し
ていただく予定である。

・次年度の保健所の定数に応じて必要な応援職
員数が増減するため、毎年度末ごとに全庁向け
に依頼文を発出していく。
・市町村からの採用、退職、人事異動などによる
内申に適宜対応する。

39
第11章
保健

120
県は、保健所と地域のICNをはじめとした感染
対策に従事する看護師等の情報共有等を図り、
感染症有事における連携体制を構築する。

感染症対
策課

B

・毎年、地域の関係者の連携強化、新興感染症発生時
の役割分担を円滑に行える体制構築を図るため、県
内の感染症対策の専門家（ICN、ICD）との情報交換
会を実施している。

・地域の関係者の連携強化、新興感染症発生時
の役割分担を円滑に行える体制構築を図るた
め、県内の感染症対策の専門家（ICN、ICD）と
の情報交換会を実施する。

37
第11章
保健

118
県は、感染症対応が可能な専門職を含む人材の
確保、国及び地方公共団体等からの人材の送り
出し及び受入れ等に関する体制を構築する。

38
第11章
保健

118

県等は、保健所における流行開始（新型インフル
エンザ等感染症等に係る発生等の公表）から1か
月間において想定される業務量に対応するた
め、保健所職員、本庁等からの応援職員、
IHEAT要員 、市町村からの応援派遣等、保健所
の感染症有事体制を構成する人員を確保する。
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1
感染症対

策課
A

・予防計画や行動計画の改定を受けて各保健所の健
康危機対処計画の見直し支援を行い、各保健所の健
康危機対処計画の改訂完了を確認した。

・各保健所の健康危機対処計画の改訂は完了し
ている。
・予防計画で定める保健所の体制確保に係る保
健医療部外からの応援職員を確保する。

・健康危機対処計画
・埼玉県感染症予防計画

2
保健医療
政策課

A

・最大1,000件/日遺伝子検出検査が実施可能な全
自動PCR機器を導入し、健康危機対処計画に基づく
実践型訓練で活用した。
・最大100件/週程度の全ゲノム解析可能な次世代
シーケンサー（NGS）追加導入し、新型コロナウイル
ス感染症でのNGS解析を継続するとともに行政検
査に役立てる他の病原体での活用を検討した。
・健康危機対処計画に基づく実践型訓練を行い、平
時から円滑に有事体制に移行し、検査が実施できる
体制を整備した。
・予防計画に定める応援職員の準備を各部局に対し
て依頼している。
・当該依頼の中では、保健所ごとに必要な応援職員
の人数やその職位をあらかじめ各部局に対して割り
振っており、感染症危機発生時には当該割振りに基
づき各部局から保健所へ速やかに応援職員を派遣し
ていただく予定である。
・市町村保健師に併任をかけている。
・平時には連絡調整会議・専門研修等を通じて感染
症の知識・経験の蓄積を行う。
・感染拡大時には県保健所へ派遣し、積極的疫学調
査などに従事いただく。
・市町村からの採用、退職、人事異動などによる内申
に適宜対応した。

・検査業務管理システムを構築し、検査業務の効
率化を図る。
・健康危機対処計画に基づく実践型訓練で全自
動PCR機器を用いた検査対応訓練を実施し、体
制を検証する。
・新型コロナウイルス感染症でのNGS解析を継
続するとともに行政検査に役立てる他の病原体
での活用を検討する。

・埼玉県衛生研究所健康危
機対処計画

3
職員健康
支援課

A

・職場内の感染拡大が疑われる事例が発生した際に
は、保健師が必要な対応等、適宜、助言している。
・感染流行期には、掲示板やポップアップにより注意
喚起を行っている。
・状況によっては、対面だけでなく、オンラインによる
長時間労働健康相談を実施している。

・職場内感染拡大が疑われる事例発生時に保健
師から必要な対応等を適宜助言。
・感染流行期の掲示板やポップアップを活用した
注意喚起。
・状況により、対面だけでなく、オンラインによる
長時間労働健康相談を実施。

・長時間労働健康相談実施
要領
・精神保健相談実施要綱
・ストレスカウンセリング実
施要領

41
第11章
保健

121

県等、保健所及び衛生研究所等は、感染症サー
ベイランスシステムを活用し、平時から季節性イ
ンフルエンザ、新型コロナ、急性呼吸器感染症
（ARI）等の流行状況（病原体ゲノムサーベイラン
スを含む。）を迅速に把握する体制を整備する。

感染症対
策課

A
・感染症サーベイランスシステムを活用することで、
流行状況を迅速に把握する体制を維持した。

・感染症サーベイランスシステムを活用すること
で、流行状況を迅速に把握する体制を維持する。

・埼玉県感染症対策要綱
・埼玉県感染症発生動向調
査事業実施要綱
・埼玉県病原体サーベイラ
ンス実施要領

42
第11章
保健

122

県等、保健所及び家畜保健衛生所は、感染症法
若しくは家畜伝染病予防法（昭和26年法律第
166号）に基づく獣医師からの届出又は野鳥等
に対する調査等に基づき、国内及び地域におけ
る鳥インフルエンザの発生状況等を把握する。ま
た、医療機関から鳥インフルエンザの感染が疑わ
れる者について保健所に情報提供・共有があっ
た場合に、それぞれ情報提供・共有を行う体制を
整備する。

畜産安全
課

B

・特定家畜伝染病防疫指針に基づく高病原性鳥イン
フルエンザのモニタリング検査を実施した。
・呼吸器症状を示した飼養豚を病性鑑定する場合
に、A型インフルエンザウイルスの保有状況に関する
サーベイランスを実施することとしていたが、該当事
例なし。

・特定家畜伝染病防疫指針に基づく高病原性鳥
インフルエンザのモニタリング検査を実施する。
・呼吸器症状を示した飼養豚を病性鑑定する場
合に、A型インフルエンザウイルスの保有状況に
関するサーベイランスを実施する。

・家畜防疫対策要綱
・高病原性鳥インフルエン
ザ及び低病原性鳥インフル
エンザに関する特定家畜
伝染病防疫指針

40
第11章
保健

121

県等は、感染経路の特定、濃厚接触者の把握等
に係る積極的疫学調査、病原体の収集及び分析
等の専門的業務を適切に実施するために、感染
症がまん延した際の情報量と業務量の増大を想
定し、効率的な情報集約と柔軟な業務配分・連
携・調整の仕組みを構築するとともに、保健所や
衛生研究所等における交替要員を含めた人員体
制や設備等の整備、感染症対応業務に従事する
職員等のメンタルヘルス支援等の必要な対策を
講ずる。また、県は、外部委託や市町村の協力を
活用しつつ健康観察を実施できるよう体制を整
備する。
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43
第11章
保健

122

県等は、国から提供された情報をはじめ、感染症
に関する基本的な情報、基本的な感染対策（換
気、マスク着用等の咳エチケット、手洗い、人混み
を避ける等）、感染症の発生状況等の情報、新型
インフルエンザ等に関する情報、発生時に取るべ
き行動や対策等について、地域の実情に応じた
方法で、県民に対して情報提供・共有を行う。
また、県民への情報提供・共有方法や、県民向け
コールセンター等の設置をはじめとした県民か
らの相談体制の整備方法、リスクコミュニケー
ションの在り方等について、あらかじめ検討を行
い、感染症有事の際に速やかに感染症情報の県
民への情報提供・共有体制を構築できるように
する。

感染症対
策課

B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「情報提
供・共有、リスクコミュニケーションに関するガイドラ
イン」を策定した。
・情報提供に係る課内業務のマニュアル整備を進め
た。

・情報提供に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。
・統一フォーマットによる情報共有について整理
する。

・情報提供・共有、リスクコ
ミュニケーションに関する
ガイドライン

44
第11章
保健

122

県等は、感染症情報の共有に当たり、情報の受取
手である県民等と可能な限り双方向のコミュニ
ケーションに基づいたリスクコミュニケーション
を適切に行うことができるよう、県民等が必要
とする情報を把握し、更なる情報提供・共有に資
する方法等を整理する。

感染症対
策課

B

・行動計画の詳細や具体例を示す趣旨で、「情報提
供・共有、リスクコミュニケーションに関するガイドラ
イン」を策定した。
・情報提供に係る課内業務のマニュアル整備を進め
た。

・情報提供に係る課内業務のマニュアルをブラッ
シュアップする。
・統一フォーマットによる情報共有について整理
する。

・情報提供・共有、リスクコ
ミュニケーションに関する
ガイドライン

45
第12章
物資

134

県は、感染症対策物資等の需給状況の把握、供
給の安定化、生産等の要請等を円滑に行うため、
国及び関係機関との連絡・情報共有体制を整備
する。

感染症対
策課

B

・県が備蓄薬の放出を決定したときに、県内の医療
機関等へ円滑に供給することを目的として、（一社）
埼玉県医薬品卸業協会と「埼玉県が備蓄する抗イン
フルエンザウイルス薬の供給に関する協定」を締結し
ている。
・抗インフル薬の流通状況等の把握手法等を検討す
るため、埼玉県抗インフルエンザウイルス薬対策検討
会議を設置しており、会議を開催した。
・会議での内容を整理し、（一社）埼玉県医薬品卸業
協会との協定の見直しを行った。
・個人防護具について流通備蓄のスキームを導入し、
流通業者との関係を強化した。

・県が備蓄薬の放出を決定したときに、県内の医
療機関等へ円滑に供給することを目的として、
（一社）埼玉県医薬品卸業協会と「埼玉県が備蓄
する抗インフルエンザウイルス薬の供給に関する
協定」を締結している。
・感染症有事の際の個人防護具の需給状況の把
握方法、配送方法等について整理する。

・埼玉県が備蓄する抗イン
フルエンザウイルス薬の供
給に関する協定

1
危機管理

課
A

・「危機事案別市町村連絡先一覧」を毎年度整備して
おり、各市町村における危機事案別の連絡先を把握
している。

・「危機事案別市町村連絡先一覧」を毎年度整備
しており、各市町村における危機事案別の連絡
先を把握している。

2
産業労働
政策課

A

・毎年度、関係業界団体（埼玉県経済6団体）の組織
体制や県との連絡窓口となる担当者等を確認してお
り、情報共有体制を整備しているほか、埼玉版
FEMAによる感染症対応訓練（令和7年度第1回）に
埼玉県商工会議所連合会および埼玉県商工会連合
会が参加した。

・埼玉版FEMA感染症対応総合訓練に埼玉県商
工会議所連合会、埼玉県商工会連合会が参加予
定。

1
行政・デジ
タル改革課

A
・ノーコードツールなど、デジタルツールを整備し、行
政DXを推進した。

・ノーコードツールなど、デジタルツールを整備
し、行政DXを推進する。

2
情報システ
ム戦略課

A
・各種行政手続にて汎用的に利用可能な電子申請・
届出サービスを用意している。

・各種行政手続にて汎用的に利用可能な電子申
請・届出サービスを用意している。

48

第13章
県民生活及び
県民経済の安
定の確保

143

県は、国及び市町村と連携し、火葬場の火葬能力
及び一時的に遺体を安置できる施設等について
の把握・検討を行い、火葬又は埋葬を円滑に行う
ための体制を整備する。

生活衛生
課

A
・埼玉県広域火葬実施要領の策定
・葬祭業団体等との協定締結
・関東甲信越静ブロック広域火葬連絡通信訓練

・関東甲信越静ブロック広域火葬連絡通信訓練

・埼玉県広域火葬実施要領
・関東甲信越静ブロックに
おける火葬等広域応援に
関する実施要綱

47

第13章
県民生活及び
県民経済の安
定の確保

141

県及び市町村は、新型インフルエンザ等発生時の
支援実施に係る行政手続や支援金等の給付・交
付等について、DXを推進し、適切な仕組みの整
備を行う。その際は、高齢者やデジタル機器に不
慣れな人々、外国人等も含め、支援対象に迅速に
網羅的に情報が届くようにすることに留意する。
また、支援の際には、支援対象及びその内容につ
いて、ニーズに即した支援を行うとともに、公平
性に留意し、実施する。

46

第13章
県民生活及び
県民経済の安
定の確保

141

県は、新型インフルエンザ等発生時に、県民生活
及び社会経済活動への影響に関する情報収集を
行うため、国の関係省庁、市町村、指定地方公共
機関、関係業界団体との間で、連絡窓口となる部
署及び担当者を定め、情報共有体制を整備す
る。
また、県及び市町村は、新型インフルエンザ等対
策の実施に当たり、関係機関との連携、また内部
部局間での連携のため、必要となる情報共有体
制を整備する。
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